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平成１９年鳥取県人事委員会勧告について
H19.10.9

項 目 概 要 備 考

１ 勧告・報告の概要

(１)民間との較差

ア 月例給 ＜行政職（カット前）＞ ＜参考：行政職（カット後）＞ 【国の較差】
①民間給与： 351,437円 ①民間給与： 351,437円 ①民 間 給 与： 384,893円
②職員給与： 363,751円 ②職員給与： 353,390円 ②公務員給与： 383,541円
③較差（①－②）：△12,278円（△3.38％） ③較差（①－②）：△ 1,917円（△0.54％） ③較差（①－②）：＋1,352円（0.35％）

イ 特別給（ボーナス） ①民間支給月数（年間） 3.90月分 【国の較差】
②職員支給月数（年間） 4.25月分 ①民間支給月数： 4.51月分
③較差（①－②） △0.35月分 ②公務員支給月数： 4.45月分

③較差（①－②）： ＋0.06月分

(２)給与改定 ①給 料 表：据置き 【国の改定】
②扶養手当：配偶者 △1,500円（12,000円→10,500円） ①俸 給 表：初任層の増額改定

子等 ＋ 500円（ 6,000円→ 6,500円） 専門スタッフ職俸給表新設
③期末手当：△0.2月分（期末･勤勉手当合計4.25月分→4.05月分） ②扶養手当：子等＋500円
④地域手当：H20年度の支給割合を改定 （6,000円→6,500円）
⑤初 任 給：４号給引上げ ③期末･勤勉手当等：＋0.05月分

（例：行政職大学卒 １級25号給[170,200円]→１級29号給[176,800円]） （4.45月分→4.50月分）
⑥昇給基準：50歳超の者の標準昇給数△２号給（４号給→２号給） ④地域手当：H19年度支給割合を一部改善

55歳超の者の標準昇給数△１号給（２号給→１号給） （＋0.5％）
H20年度の支給割合を改定

※実施時期：②③ →改正条例公布日の翌月 ※実施時期：H19.4.1
④⑤⑥→H20.4.1（⑤⑥について所要の経過措置を設ける） （③は改正法公布日、①の専門スタッフ職

俸給表新設、④のH20年度の支給割合改定は
H20.4.1）

(３)その他の課題 ①昇給のあり方：任命権者の協力を得ながら、今後さらに検討 【国の報告】
②住 居 手 当：自宅に係る手当の廃止を含めた検討 ①住居手当：自宅に係る手当の廃止を検討
③特地勤務手当：勤務をするために住居を移転する場合の手当を除き、廃止を含めた検討 ②非常勤職員の給与：必要な方策を検討
④特殊勤務手当：今後も適宜見直し
⑤定時制通信教育手当：早急に必要な見直し
⑥船 員 の 処 遇：船員に対する手当等の見直しと併せ、海事職給料表導入を検討
⑦教員給与の見直し：法律改正に伴う処遇のあり方について教育委員会の検討を注視、必

要に応じた所要の措置を実施
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２ 勧告の影響

(１)月額の影響 ＜行政職（カット前）＞ ＜参考：行政職（カット後）＞
①現 行：363,742円 ①現 行：353,384円
②改定額： △83円（△0.02％） ②改定額： △82円（△0.02％）
③改定後：363,659円 ③改定後：353,302円

※ △83円の内訳
・扶 養 手 当：△82円（10,173円→10,091円） 配偶者△1,500円：△415円

子等 ＋ 500円：＋333円
・はねかえり：△ 1円（地域手当）

※ 扶養手当の改定により影響を受ける者
・配偶者△1,500円の影響： 全職員：2,583人（24.5％）

行政職： 927人（27.7％）

・子等＋500円の影響 ： 全職員：3,934人（37.3％）
行政職：1,244人（37.1％）

(２)H19年度中の年収の ○H20.1.1から実施した場合を想定
影響額 ＜行政職（カット前）＞ ＜参考：行政職（カット後）＞

①改定前：5,951,079円 ①改定前：5,779,502円
②影響額： △248円（△0.00％） ②影響額： △248円（△0.00％）
③改定後：5,950,831円 ③改定後：5,779,254円

【モデルによる年間給与の影響：40歳係長（配偶者、子２人）】
○H20.1.1から実施した場合を想定（給料、扶養手当、期末手当及び勤勉手当の影響）

＜行政職（カット前）＞ ＜参考：行政職（カット後）＞
①改定前：5,586,983円 ①改定前：5,428,013円
②影響額： △1,500円 ②影響額： △1,500円
②改定後：5,585,483円 ③改定後：5,426,513円

(３)H 1 9年度の影響額 ○H20.1.1から実施した場合を想定
（勧告対象者全体） ＜カット前＞ ＜参考：カット後＞

合計：△1,251,441円 合計：△1,251,297円
扶 養 手 当：△1,246,500円 扶 養 手 当：△1,246,500円
はねかえり： △4,941円 はねかえり： △4,797円

地 域 手 当： △4,716円 地 域 手 当： △4,572円
へき地手当： △195円 へき地手当： △195円
特 地 手 当： △30円 特 地 手 当： △30円
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３ 考え方

(１)月例給の改定 ①給料表
次を考慮して、改定を行わない。
・職員給与は、民間給与を上回るが、H18.4.1に導入した地域給を反映した給料表により、

制度的には地域の民間給与とほぼ均衡すること
・「わたり」の見直しにより、本来級に格付けされた者があること
・職員の給与は、現に２％～４％削減されていること 等

②扶養手当
・民間の家族手当において配偶者に対する手当額が引き続き減少していることを考慮し、

配偶者の手当を△1,500円。（12,000円→10,500円）
・子を扶養する職員の家計負担の実情、少子化対策の推進を図るため、子等の手当を＋500

円。（6,000円→6,500円）

(２)期末手当の改定 職員の支給月数は、民間の支給月数を上回っているが、現に職員の期末･勤勉手当が削減さ 【期末･勤勉手当の支給月数の合計】
れている実態を考慮し、△0.2月分。（2.8月分→2.6月分） 4.25月分→4.05月分

(３)地域手当の改定 給与構造改革の段階的な実施のため、H20年度の支給率を人事院報告に準じて改定。

(４)初任給基準、昇給の ①初任給基準の改定の理由 【県内民間初任給】
基準の改定 ・民間事業所従業員の月額が職員の月額を大きく上回っていること 大学卒：190,397円

・人材確保の必要性 を考慮。
＜行政職大卒＞１級25号給→１級29号給（170,200円→176,800円） 【国家公務員初任給】

行政職Ⅱ種：172,200円（改定後）
②初任給基準改定の財源

50歳超の職員の標準昇給号給数を抑制することで捻出。（合計△15号給）
50歳超△２号給（４号給→２号給）
55歳超△１号給（２号給→１号給）

③今後の見直し
給与水準全体では、職員が民間企業従業員を上回っており、高齢層で特にその傾向が強

いため、昇給制度のあり方については、任命権者の協力を得ながら今後さらに検討。

(５)船員の処遇改善 ・「わたり」、特殊勤務手当の見直し等により、船員の給与体系が変化してきたことから、メ
リハリのある処遇を実現するため、海事職給料表の導入を図る。

・成案が得られ次第、導入について別途勧告を行う予定。
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(６)特地勤務手当の見直 ・交通インフラの向上により、特地勤務の困難度が大幅に減少していることから、廃止を含
し めた検討を促す。

・ただし、異動に伴い異動後の勤務地に住居を移転した場合の手当については、当該地域の
生活実態を考慮して存置。

(７)特殊勤務手当の見直 ・近年、任命権者において職員の理解を得ながら適正化が大きく進展し、不適切な運用は是
し 正されてきたが、今後も手当の支給実態等を点検し、引き続き見直しを求める。

(８)定時制通信教育手当 ①趣旨
の見直し 手当創設時には相応の意義があったものの、創設から45年経過した今日は、環境が大き

く変化している中で、一律10％で支給されることは、産業教育手当が見直されたこととの
均衡上問題があることから、見直しを求めるもの。（昨年も報告）

②人事委員会の関わり方
政策的観点から個別法に基づき創設された手当の性格上、教育委員会でよく検討するこ

とが基本であると考える。

(９)教員給与の見直し ○対応方針
学校教育法等の改正に伴い、H20.4.1から学校に副校長、主幹教諭、指導教諭の職を設置

することが可能となったことから、教育委員会における職の設置等の検討状況を注視し、
適宜所要の措置を講じる。


